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目目 的的

わが国が推進する少子化対策においてはわが国が推進する少子化対策においてはわが国が推進する少子化対策においては、わが国が推進する少子化対策においては、

産業現場も重要な役割を担っている。また、産業現場も重要な役割を担っている。また、

CSRCSRを果たす観点からも、事業場における育を果たす観点からも、事業場における育

児支援は注目されている児支援は注目されている児支援は注目されている。児支援は注目されている。

本研究は、中小規模事業場に焦点をあて、本研究は、中小規模事業場に焦点をあて、

育児支援がどのように理解され、どの程度実育児支援がどのように理解され、どの程度実

施されているかを調査し、育児支援の実態を施されているかを調査し、育児支援の実態を施されているかを調査し、育児支援の実態を施されているかを調査し、育児支援の実態を

明らかにすることを目的とした。明らかにすることを目的とした。
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方方 法法

1.1. 対象事業場対象事業場

新潟県内の４労働基準協会新潟県内の４労働基準協会((新潟、長岡、新潟、長岡、
三条、新発田三条、新発田))登録の登録の4,0254,025事業場とした。事業場とした。三条、新発田三条、新発田))登録の登録の4,0254,025事業場とした。事業場とした。

22 標本抽出標本抽出2. 2. 標本抽出標本抽出

登録上の従業員数により ①登録上の従業員数により ①1010人以下人以下登録上の従業員数により、①登録上の従業員数により、①1010人以下人以下
②②1111～～3030人人 ③③3131～～4949人人 ④④5050～～100100人人
⑤⑤101101～～330000人人 ⑥⑥301301人以上人以上 にに分け分け⑤⑤101101 330000人人 ⑥⑥301301人以上人以上 にに分け分け、、
それぞれそれぞれからから5050事業場事業場((計計300300事業場事業場))をを
無作為無作為抽出した抽出した

33

無作為無作為抽出した抽出した。。



方方 法法

3. 3. 調査方法調査方法

労働基準協会の協力を労働基準協会の協力を得て抽出得て抽出したした300300
事業場に調査票を送付事業場に調査票を送付し郵送し郵送で回収したで回収した事業場に調査票を送付事業場に調査票を送付し郵送し郵送で回収した。で回収した。

4. 4. 倫理的配慮倫理的配慮

産業保健調査研究倫理審査委員会の審査を産業保健調査研究倫理審査委員会の審査を
受け、承認された受け、承認された受け、承認された。受け、承認された。
自由回答・無記名とした。自由回答・無記名とした。
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結結 果果

1.1. 参加事業場参加事業場

住所不明の住所不明の11事業場を除く事業場を除く299299事業場のうち事業場のうち
245245事業場が回答事業場が回答((回答率回答率81 9%)81 9%)245245事業場が回答事業場が回答((回答率回答率81.9%)81.9%)。。
有効回答率は有効回答率は100.0%100.0%であった。であった。

2. 2. 業種業種

1212以上の業種に渡り、製造業が以上の業種に渡り、製造業が37.637.6％、％、
建設建設17 817 8％ 卸売・小売％ 卸売・小売12 012 0％ 運輸％ 運輸建設建設17.817.8％、卸売・小売％、卸売・小売12.012.0％、運輸％、運輸
8.78.7％、医療･福祉％、医療･福祉5.05.0％が続いた。％が続いた。
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3. 3. 規模別回答規模別回答事業場事業場数数

事業場数事業場数 ％％事業場数事業場数 ％％

1010人人以下以下 3838 15.515.5

1111 3030人人 4040 16 316 311 11 ～～ 3030人人 4040 16.316.3

31 31 ～～ 4949人人 4444 18.018.0

5050～～100100人人 3434 13.913.9

101101～～300300人人 4747 19.219.2101101 300300人人 4747 19.219.2

301301人人以上以上 4242 17.117.1

計計 245245 100 0100 0計計 245245 100.0100.0
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４４.. 一般事業主行動計画の策定一般事業主行動計画の策定
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５５. . 育児支援の導入状況育児支援の導入状況
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６６. . 育児支援の導入理由育児支援の導入理由
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７７. . 育児支援の導入しない理由育児支援の導入しない理由
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８８. . 導入育児支援策導入育児支援策
100

90.4 91.9 

81.1 

70 3
78.4 80 

100 
％：300人以下(n=94) ％：301人以上(n=37)

55.3 
56.4 

46.8 

68.1 64.9 
70.3 

64.9 

51.4 60 

26.6 

39.4 
38.3 37.8 40.5 

40 

18.1 

6.4 
13.5 

0

20 

0 

1111



９９. . 育児支援実施の時期育児支援実施の時期
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10. 10. 育児支援適用の性差育児支援適用の性差
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11. 11. 育児支援の適用期間育児支援の適用期間
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12. 12. 育児休業取得や職場復帰しやすい職場作り育児休業取得や職場復帰しやすい職場作り
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13. 13. 男性社員が育児休業を取りやすくする奨励措置男性社員が育児休業を取りやすくする奨励措置
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14. 14. 事業場の少子化対策への取組みの重要性事業場の少子化対策への取組みの重要性
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15. 15. ｢｢育児・介護休業法育児・介護休業法｣｣の内容理解の内容理解
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16.16. ｢次世代育成支援対策推進法次世代育成支援対策推進法｣｣の内容理解の内容理解
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17. 17. 育児支援に関する各種助成金制度の周知度育児支援に関する各種助成金制度の周知度
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18. 18. 今後の育児支援の推進の仕方今後の育児支援の推進の仕方
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19. 19. 事業場での育児支援の効果事業場での育児支援の効果
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まとめまとめ
１．行動計画策定は義務のある事業場の約2/3に止まる.

２ 義務のある事業場の約9割が育児支援を導入してい２．義務のある事業場の約9割が育児支援を導入してい
る.101～300人の事業場は7割が導入している.

３ ｢事業場 社会的責任 が 最大 育児支援導入理由３．｢事業場の社会的責任｣が、最大の育児支援導入理由
である.

４．｢育児休業｣導入事業場は9割に上る。｢原職復帰｣、
｢看護休暇｣ 、｢短時間勤務制度｣及び｢深夜労働制
限 がそれに続く限」がそれに続く。

５．事業場への育児支援策導入は、各種関連法の施行で
促進された.

６．育児支援の適用は、事業場が小規模ほど女性にやや
偏っている.
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育 整 が 指 が７．育児支援を受け易い環境整備が目指されているが、
男性への勧奨措置はまだ少ない.

８．導入しない理由は、厳しい経営、人手不足、負担感
である.

９．｢育児・介護休業法｣の周知度は高い. 「次世代育成
支援対策推進法」は3割程度に止まる.

10. 育児支援の各種助成金制度の周知度は非常に低い.

11 育児支援は重要だが 自治体･政府等が主導すべき11. 育児支援は重要だが、自治体･政府等が主導すべき
とする事業場が多い.

12 半数以上の事業場は 育児支援に実質的な効果があ12. 半数以上の事業場は、育児支援に実質的な効果があ
ると思っていない.
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